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第４章 電気事業者との調整 
平成 27年 1月 21日、北大東島、多良間島、波照間島におけるPV、WT及び蓄電装置の設置

候補地について、蓄電装置設置場所及びPV連系線について調整を行った。内容については概ね

承諾頂いた。（最終現地調査後の最終調整は業務期間の都合上実施していない） 
また、沖縄電力が有している可倒式風車及び蓄電装置の導入についても、情報提供頂いた。 

 

表４-1 3離島調整内容 
 蓄電装置 PV連系線 

北 

大 

東 

島 

基本的には電業所隣地とする

が、電業所隣地が困難な場合は、

新設 WT 設置候補地に設置す

る。 

連系線路長：2,000ｍ 
既設風力発電引込柱まで新設 

 

多 

良 

間 

島 

当初計画どおり、電業所内に設

置予定。 
連系線路長：5,200ｍ 
既設PV250kW～多良間電業所まで専用線路が設置され

ており、共架する計画。 

 

波 

照 

間 

島 

当初計画では、電業所内に設置

できる予定であったが、設置不

可になる可能性もでてきてお

り、その場合は、既設風車設置

場所に設置する計画。 

連系線路長：550ｍ 
既設風力発電引込柱まで新設 
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1. 北大東島 

(1) 蓄電装置 

基本的には電業所隣地とするが、電業所隣地が困難な場合は、新設WT設置候補地に設置する。 
 

  

（新設WT設置候補地）          （電業所隣地の場合） 
図４-1 北大東島蓄電装置設置イメージ図 

 

(2) PV連系線 

①新設WTに蓄電装置を設置した場合 
連系線路長：2,000ｍ 
（新設風車引込柱まで新設設置） 

 
②電業所隣地の場合 
連系線路長：1,300ｍ 

  （電業所まで共架にて新設） 
 

 

図４-2 北大東島連系線接続イメージ図  
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2. 多良間島 

(1) 蓄電装置 

当初計画（H25年度県調査事業結果）どおり、電業所内に設置予定。 

 
図４-3 多良間島連系線接続イメージ図 

 
(2) PV連系線 

連系線路長：5,200ｍ 
既設PV250kW～多良間電業所まで 
専用線路が設置されており、 
共架する計画。 

既設専用線路 

 

図４-4 多良間島連系線接続イメージ図  
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（配置決定には沖縄電力㈱による実施設計を要する）

864kWh*9コンテナ≒7.5MWh
コンテナ数10台（INV用1台を含む）

※配置計画案について沖縄電力㈱の承認を得ていない。 
 既存機能の代替措置などを講じる必要がある。 
（実際の配置決定は沖縄電力㈱による実施設計を要する） 
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3. 波照間島 

(1) 蓄電装置 

蓄電池設備について、発電所隣地は農振地域のため除外が厳しいとの竹富町の回答があるため、

既設WT敷地内（下図参照）が最も有望と考えられる。 
 

   
図４-5 波照間島蓄電装置設置及び連系線接続イメージ 

 
(2) PV連系線 

連系線路：550ｍ 
既設風力発電引込柱まで新設。 

 

 

 

 

 

 

図４-6 波照間島蓄電装置設置及び連系線接続イメージ  
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第５章 民間事業者との調整 
1. 事業者アンケートの実施 

沖縄県内外でPV事業（設備設置を含む）を実施しているメーカー（9社）に、北大東島、多

良間島、波照間島でのPV事業の実施可能性について意見収集を行った。 
 
2. 事業者アンケートの実施結果 

9社中 7社から回答があり、うち 6社は前向きな回答があった。特に県内事業者は採算性を注

視しており、補助率しだいで事業者の意思決定が大きく変わる可能性がある。事業者アンケート

結果を下表に示す。 
（添付⑬_小規模離島における PV 事業について（アンケート）、添付⑭_小規模離島再エネ最

大化_設置計画案） 
 

表５-1 事業者アンケート結果 
事業者 事業者概要 回 答 
A 社 県内中部で 1MW のメガソー

ラー発電所を設置・運営して

いる。 

◎応募に向け是非検討したい。 

B 社 県内で多数の太陽光発電設備

を設置している。 
◎応募に向け是非検討したい。 

C 社 県内外で多数の太陽光発電設

備を設置している。 
◎応募に向け是非検討したい。 

D 社 県内で多数のメガソーラー設

備を設置・運営している。 
○自社詳細設計後の収支検討で、採算性が期待できれ

ば検討したい。メンテナンス体制等を検討したい。 
E 社 県内でシステム機器の販売や

太陽光発電設備の設置など幅

広く事業を行っている。 

△１社単独では難しいが、検討する価値はある。 
・回収年数２ケタは難しい。１ケタ（9 年程度）でな

いと難しい。 
F 社 国内トップクラスの商社であ

り、国内外で再エネビジネス

を行っている。 

○条件によってはぜひ検討したい。 
・電力会社に「制御権」を持っていただく前提での蓄

電池事業。 
・蓄電池事業と連携し、そのサービスに対価を支払う

再生可能エネルギー事業。 
・上記を同時に実施できるのであれば、再エネ（太陽

光）事業に前向きに取り組みたい。 
G 社 国内大手商社の子会社であ

り、国内外で化学製品の開発、

調達、生産、販売を行う。 

◎応募に向け是非検討したい。 

H 社 県内で太陽光発電の設置を行

っている。 
回答なし 

I 社 県内で太陽光発電の設置を行

っている。 
回答なし 
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第６章 導入可能量推定検討 
1. 導入可能量の推定方法 

現地調査、エネルギー消費量及びエネルギー賦存量の算定結果から得られた情報を考慮し、そ

の他の各離島現地サイトの条件も合わせて導入可能量の推定検討を行った。更に経済性やエネル

ギー変動対策も勘案した上で、最終的な導入可能量の推定検討を行った。 

ただし、本調査結果は最適と想定される事業の一例であり、本調査で示したもの以外の事業可

能性についても、個別に検討を進めることで実施が可能と考えられる。 

 

 

(1) 需給バランスシミュレーション要領 

① 使用ソフト HOMER v2.81 

  小規模発電最適化モデルである HOMER は系統に連系している発電システムでも、連系し

ていないシステムでも、様々な用途のシステムに対しその設計評価を簡易に行うことができる。 
HOMER は 1 年間すなわち 8,760 時間の各時間帯に対しエネルギーバランス計算を実行す

ることでシミュレートする。各時間帯では HOMER は電力需要とシステムが供給できるエネ

ルギーを比較し、システムの各構成機器からのエネルギーフローを計算する。蓄電池またはデ

ィーゼル発電機を含むシステムでは、HOMER は各時間帯において発電機をどのように発停

すべきか、蓄電池を充電すべきか放電すべきかを決定する。 
 

 
図６-1 シミュレーションソフトHOMERの画面 
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② 実施内容 

  下記のデータ・諸元をベース条件とした上で、風力発電や太陽光発電及び蓄電池容量の組合

せを解析した。 
・電力負荷データ（1時間値 8760時間分） 
・発電所のディーゼル発電機の諸元データ、運転管理データ 
・日射量データ（最寄の気象庁観測局のデータ、1時間値 8760時間分） 
・風速データ（最寄の気象量観測局又は実測データ、1時間値 8760時間分） 
・蓄電池(鉛蓄電池LL1500相当)の諸元データ 

 
③ 再エネ装置の設定 

   具体的な配置等の検討のため、各再エネ装置は以下の機器等に仮設定した。 
 
   ＜太陽光発電＞ 

一般的な結晶系太陽電池パネルを想定 
・公称最大出力200W-240W（配置上は 1.2倍出力容量にて設定） 
・外形寸法 H1500×W990×D45（複数の機種で採用している寸法値） 
・パネル傾斜角度は 5度、方位角は基本的に真南0度 

 
   ＜風力発電＞ 

可倒式風車GEV-MP 275kW 
・発電機容量..............275 kW（沖縄型 245 kW） 
・ローター径...............32 m 

・クラス......................III A（ローター径32 m） 

・ブレード...................2枚羽根ダウンウィンド 
・ハブ高さ...................38m 
・カットイン風速........3.5 m/s 
・カットアウト風速....25 m/s  

 
  

図６-2 245kW可倒式風車 
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(2) 需給バランスシミュレーション結果（長周期変動対策） 

 この検討は、再エネ設備利用率と蓄電池容量の関係性を評価するために、特異な条件を除外

する目的から可能な限り平均化されたデータを用いている。なお、評価に際して風力発電の年

間設備利用率 20％以上、太陽光発電の年間設備利用率 12％以上を維持し、再エネ設備の経済

性を確保しつつ、蓄電池容量が最小化となるよう考慮した。 
 
  次ページ以降に各離島における需給バランスシミュレーション結果を示す。 
 
 
 
  ＜留意事項＞ 

※値はWT0基+PV0kWの年間燃料消費量を現在値とした場合の燃料削減量の割合を示す。 
※蓄電装置の出力(kW)は制約条件とならないようRE最大容量を考慮し、北大東島と多良間島

では 2.5MW、波照間島では 2.0MWと設定した。 
※太陽光発電は第三者にて導入する可能性が高いことから、極力、出力制限制約を実施しない

想定とした。風力発電可能量は 245kW×8760時間×基数とした。 
※負荷量、太陽光発電量、風力発電量、蓄電池充放電量での需給バランス演算の際に生じた余

剰電力量について、その全てが風力発電の出力制限分となることを想定したもの。 
※但し、演算結果にてマイナス値は、太陽光発電の出力制限を実施する意味となる。 
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①北大東島 

前年度調査も踏まえて、再エネ率 70%相当を到達させるためには、沖縄電力㈱所有の太陽光

発電設備 100kW、及び新設する可倒式風車245kW×2基に加え、太陽光発電設備が必要であ

るが、合計容量 2,600kW の場合には、風車設備利用率が 20%を下回り、経済的に不利になる

ことから、合計容量 2,100kW、新設 2,000kWとすることが望ましい。この場合、再エネ率は

65%相当となる。 
 

下図では、段階的な導入も考慮して、可倒式風車 245kW×2 基を導入する段階（この場合

は少なくとも 500kW×1500kWhの蓄電池設備が必要）と、太陽光発電設備2,000kWを追加

導入する段階（この場合は最大容量の 2,500kW×7,500kWh の蓄電池設備が必要）の 2 段階

構成としている。 
 

 
再エネ投入率           風車設備利用率 

図６-3 北大東島需給バランスシミュレーション結果 
 

系統負荷  ：北大東島(2008.4.1～2012.3.31）の 1 時間値データを基に毎定時の 5 年間平均

値を用いた。 
風速データ ：南大東島（2008.1.1～2009.12.31）の気象庁 1 時間値データを基に毎定時の 2

年間平均値を用いた。 
日射量データ：NASA データを基に当該緯度経度の毎定時の 10 年間平均値（1 時間値）を用

いた。 
発電機データ：ディーゼル発電機のカタログ値の燃料消費率。 

可倒式風車（MP245kW）の出力曲線。太陽光は真南 5度で設定。 
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②多良間島 

前年度調査で得た結果から、今年度は以前に稼働していた沖縄電力㈱所有の多良間島風力発

電設備における実測風速データを入手し、シミュレーション条件を変更した。その結果、気象

庁データより過去実測データによる風況が良く、再エネ投入率及び風車設備利用率ともに改善

を図ることができた。再エネ投入率は 70%を目指すものとする。 
 
下図では、沖縄電力㈱所有の太陽光発電設備 250kW に加え、沖縄電力㈱による可倒式風車

245kW及び蓄電池設備の先行導入を考慮して、可倒式風車 245kW×2基を導入する段階（こ

の場合は少なくとも500kW×1,500kWhの蓄電池設備が必要）と、可倒式風車 245kW×2基

追設、及び太陽光発電設備 1,500kWを追加導入する段階（この場合は最大容量の 2,500kW×

7,500kWhの蓄電池設備が必要）の 2段階構成としている。 
 

 
再エネ投入率           風車設備利用率 

図６-4 多良間島需給バランスシミュレーション結果 
 

系統負荷  ：多良間島(2008.4.1～2012.3.31）の 1 時間値データを基に毎定時の 5 年間平均

値を用いた。 
風速データ ：多良間島（2008.4.1～2010.3.31）の実測 1 時間値データを基に毎定時の 2 年

間平均値を用いた。 
日射量データ：NASA データを基に当該緯度経度の毎定時の 10 年間平均値（1 時間値）を用

いた。 
発電機データ：ディーゼル発電機のカタログ値の燃料消費率。 

可倒式風車（MP245kW）の出力曲線。太陽光は真南 5度で設定。 
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③波照間島 

前年度調査で得た結果から、今年度は現在稼働している沖縄電力㈱所有の可倒式風車

245kW における実測風速データを入手し、シミュレーション条件を変更した。その結果、気

象庁データより過去実測データによる風況が良く、再エネ投入率及び風車設備利用率ともに改

善を図ることができた。再エネ投入は 75%を目指すものとする。 
 
下図では、沖縄電力㈱所有の可倒式風車 245kW×2 基に加え、沖縄電力㈱による蓄電池設

備の先行導入（今年度 500kW×1,500kWh の蓄電池設備を設置した）を考慮して、可倒式風

車 245kW×2基及び蓄電池設備）と、太陽光発電設備 1,500kWを追加導入する段階（この場

合は最大容量の2,000kW×6,000kWhの蓄電池設備が必要）の 2段階構成としている。 
 

 
再エネ投入率           風車設備利用率 

図６-5 波照間島需給バランスシミュレーション結果 
 
系統負荷  ：波照間島(2008.4.1～2012.3.31）の 1 時間値データを基に毎定時の 5 年間平均

値を用いた。 
風速データ ：波照間島（2011.4.1～2013.3.31）の実測 1 時間値データを基に毎定時の 2 年

間平均値を用いた。 
日射量データ：NASA データを基に当該緯度経度の毎定時の 10 年間平均値（1 時間値）を用

いた。 
発電機データ：ディーゼル発電機のカタログ値の燃料消費率。 

可倒式風車（MP245kW）の出力曲線。太陽光は真南 5度で設定。 
  

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0.0 1.5 3.0 4.5 6.0 7.5 9.0 10.5 12.0

WT0 +PV 0

WT0 +PV0.5MW

WT0 +PV1.0MW

WT0 +PV1.5MW

WT0 +PV2.0MW

WT0 +PV2.5MW

WT2 +PV 0

WT2 +PV0.5MW

WT2 +PV1.0MW

WT2 +PV1.5MW

WT2 +PV2.0MW

WT2 +PV2.5MW

WT4 +PV 0

WT4 +PV0.5MW

WT4 +PV1.0MW

WT4 +PV1.5MW

WT4 +PV2.0MW

WT4 +PV2.5MW

-30.0%

-25.0%

-20.0%

-15.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0.0 1.5 3.0 4.5 6.0 7.5 9.0 10.5 12.0

WT2 +PV 0

WT2 +PV0.5MW

WT2 +PV1.0MW

WT2 +PV1.5MW

WT2 +PV2.0MW

WT2 +PV2.5MW

WT4 +PV 0

WT4 +PV0.5MW

WT4 +PV1.0MW

WT4 +PV1.5MW

WT4 +PV2.0MW

WT4 +PV2.5MW
蓄電池容量（MWh）

蓄電池容量（MWh）

風
車
設
備
利
用
率
（％
）

再
エ
ネ
投
入
率
（
％
）



35 

2. 導入可能量の推定結果 

検討結果を下表に示す。 
北大東島は、現状再エネ率は 2%程度で、第1段階の可倒式風車 2基導入で再エネ率 25%、更

に第 2段階の太陽光発電2,000kW導入で再エネ率は 65%に到達する見込みである。 
多良間島は、現状再エネ率は 5%程度で、第1段階の可倒式風車 2基導入で再エネ率 30%、更

に第2段階の追設風車2基及び太陽光発電1,500kW導入で再エネ率は70%に到達する見込みで

ある。 
波照間島は、現状可倒式風車 2 基で再エネ率は 20%程度、第 1 段階の今年度の蓄電池

500kW*1500kWh 導入で再エネ率は 40%まで回復、更に第 2 段階の太陽光発電 1,500kW 導入

で再エネ率は 75%に到達する見込みである。 
 

表６-1 検討結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６-6 システム構成概念図（小規模離島） 

北大東島
合計

導入規模 基数 発電量 導入規模 発電量 発電量 PCS 蓄電池
MWh ％ kW 基 MWh kW MWh MWh kW kWh

現状 4,600 2% 0 0 0 100 110 110 0 0
第1段階 4,600 25%級 490 2 1,065 100 110 1,174 500 1,500
第2段階 4,600 65%級 490 2 983 2,100 2,024 3,007 2,500 7,500

多良間島
合計

導入規模 基数 発電量 導入規模 発電量 発電量 PCS 蓄電池
MWh ％ kW 基 MWh kW MWh MWh kW kWh

現状 5,700 5% 0 0 0 250 274 274 0 0
第1段階 5,700 30%級 490 2 1,597 250 274 1,871 500 1,500
第2段階 5,700 70%級 980 4 2,438 1,750 1,533 3,971 2,500 7,500

波照間島
合計

導入規模 基数 発電量 導入規模 発電量 発電量 PCS 蓄電池
MWh ％ kW 基 MWh kW MWh MWh kW kWh

現状 3,200 20%級 490 2 798 0 0 798 0 0
第1段階 3,200 40%級 490 2 1,408 0 0 1,408 500 1,500
第2段階 3,200 75%級 490 2 1,120 1,500 1,314 2,434 2,000 6,000
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率
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区分
風力発電 太陽光発電 蓄電池装置年間
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率
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再エネ
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ディーゼル 

発電所 

系統安定 

化装置 

（蓄電池） 風力発電 太陽光発電 

  
 

離島自治体の所有地に設置 

離島自治体を主体とする発電事業者 

（県の導入補助による第三者誘致を含む） 

地元電力会社が主体として実施 

（国や県の導入補助が前提） 

島内電力負荷 
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3. 留意事項 

年間の内、わずかな時間帯ではあるが、余剰電力が風力発電の合計出力（北大東島 490kW、

多良間島 980kW、波照間島 490kW）を超過する場合があるため、島内に導入される太陽光発電

設備は、発電所側にて制御権を持ち、緊急時の停止又は出力制限が実施可能であることを接続要

件とする必要がある。なお、抑制する延べ時間は 720時間（24時間×30日）相当と考える。 
 

 
図６-7 北大東島余剰電力持続曲線（第 2段階）  

 

 
図６-8 多良間島余剰電力持続曲線（第 2段階） 

 

 
図６-9 波照間島余剰電力持続曲線（第 2段階） 
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